「農地中間管理機構」広報業務委託企画コンペ実施要領
１　委託業務名
　　「農地中間管理機構」広報業務

２　目的
　　　平成26年度に熊本県より農地中間管理機構の指定を受け、事業を開始し6年が経過した。
農地中間管理機構の取組みについて、これまで公社及び関係機関の説明会等により周知が図られてきたが、農地を貸し出す人・借り受ける人への浸透は不十分な状況である。
本年度はコロナ禍で外出自粛、３密を避けるなか、周知媒体、広報の時期等を考慮して、農地を貸し出す人・借り受ける人に様々な媒体を活用した広報を展開し、機構の取組みについて更なる浸透を図り、貸借増進に寄与することを目的とする。
３　業務委託内容
　　県内の「農地を貸し出す人・借り受ける人」への農地中間管理機構仕組み等の周知
　　※詳細は、別添「農地中間管理機構」広報業務委託仕様書のとおり

４　委託期間
　　　契約締結の日から令和３年３月１２日（金）まで

５　委託費
（１）委託金額

７,０００,０００円（消費税及び地方消費税を含む）を上限とする。

但し、この金額は契約時の予定価格を示すものではないので留意すること。

（２）対象経費

　　　事業の実施に直接必要となる経費（資材費、掲載料、賃借料、通信運搬費、旅費、人件費、謝金等）とする。

６　業務実施スケジュール（予定）
（１）事前説明会（オリエンテーション）令和 ２年７月２２日（水）※参加任意
（２）参加申込書提出期限  　　　　　　令和 ２年７月２９日（水）１７時必着

（３）企画提案書提出期限　　　　　  　令和 ２年８月２１日（金）１７時必着
（４）審査会（プレゼンテーション）　　令和 ２年８月　　日（　）※参加必須 未定
（５）審査会結果通知  　　　　  　　　速やかに実施

（６）契約内容協議・契約締結　  　　　速やかに実施

（７）委託終了　　　　　　　　  　　　令和 ３年３月１２日（金）

７　企画コンペの対象者となる事業者
　　次の各号を全て満たす者とする。

（１）物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（平成１８年熊本県告示第５１２号）により入札参加資格を有する者であること。

（２）地方自治法施行令第１６７条の４に該当しないものであること。

（３）熊本県内に本社、支社又は営業所等を有する法人であること。

（４）熊本県から指名停止の処分を受けていない者であること。

（５）消費税及び地方消費税並びに都道府県税の未納がない者であること。

（６）会社更生法、民事再生法等に基づく更正又は再生手続きを行っていないこと。また手形交換所による取引停止処分、主要取引先から取引停止等の事実があり、経営状態が著しく不健全でないこと。

（７）自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれにも該当する者でないこと、及び次のイ及びウに掲げる者が、その経営に実質的に関与していないこと。

ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。））

イ　暴力団員（同法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）

ウ　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

エ　自己、自社若しくは第三者の不当な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者。

オ　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者

カ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係をしている者

キ　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを利用している者

８　事前説明会の開催（オリエンテーション）
1 日　時　　令和２年７月２２日（水）１３時３０分～１４時３０分まで

　　② 場　所　　ホテル熊本テルサ　２Ｆ中会議室Ａ
　　　※参加希望の方は、別添「事前説明会参加申込書」を令和２年７月２１日（火）午後５時までに、公益財団法人　熊本県農業公社　業務第１課担当（田邊）宛にＦＡＸまたはメールで送付。

　　　　　　ＦＡＸ　　０９６－２１３－１２３９
　　　　　　メール　　k-tanabe@kumamoto-kousha.or.jp
　　　　　　　　　　
９　提出書類及び提出方法等
本企画コンペに参加する者は、以下（１）～（２）により必要書類を提出するものとする。

（１）コンペ参加申込書（別記第１号様式）

　　①提出方法：持参、郵送又は電子メール（k-tanabe@kumamoto-kousha.or.jp）

※電子メールの場合は併せて担当者宛て電話連絡すること。
　　　※郵送の場合の提出先　：〒862-8570　熊本市中央区水前寺6-18-1

公益財団法人 熊本県農業公社　業務第１課　

　　②提出期限：令和２年７月２９日（水）１７時必着

（２）企画提案書（別記第２号様式）
　　①提出方法：持参又は郵送

2 提出部数：７部

③提出先　：〒862-8570　熊本市中央区水前寺6-18-1

公益財団法人 熊本県農業公社　業務第１課　

　　④提出期限：令和２年８月２１日（金）１７時必着

　　　※なお、以下に該当する場合、提出された提案書を無効とする場合がある。

・提案書の提出方法、提出先、提出期限が適合しないもの

・提案書の様式及び作成要領に示された条件に著しく適合しないもの

・参加申込書又は提案書に虚偽の内容が記載されたもの

・審査委員又は関係者に提案書に対する協力を直接的又は間接的に求めた場合

※提出された提案書の取扱は、以下による。

・提案書は、返却しない。

・提案書の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。

・提案書は、審査及び説明のために、その写しを作成し使用することができる。

・提案書は、熊本県情報公開条例等に基づき、公開することがある。

10　企画提案書の内容
　　　次の内容は、必ず記載し、また、次の順で編纂すること。

（１）表紙（別記第２号様式）

（２）県内の「農地を貸し出す人・借り受ける人」への農地中間管理機構の仕組み等の周知
　　　　　「農地を貸し出す人・借り受ける人」に対して効果的に情報発信するため、どのような手段（媒体）を活用するのがよいかのアイデア。

　　　　　どういう時期に、どんな媒体を使用して周知するのかのスケジュール。（別記第3号様式）
　　（３）体制図（参考：別記第４号様式）

（４）類似業務実績表（参考：別記第５号様式）

（５）概算見積書（様式自由）
　　　業務委託仕様書の「3　業務委託内容」に記載している周知に係る概算見積書。

11　委託先の決定
提案書の内容等について、選考委員による審査を行い、委託候補者を決定する。

（１）審査会

委託候補者の選定を厳正かつ公平に行うため、提案書の審査、委託候補者の選考を行う審査会を置くこととし、選考委員は、熊本県農業公社及び熊本県職員の中から、業務の関連または業務実績等を考慮し、選考委員５名を選出する。

（２）提案書の審査（書類審査）及び企画案の選定

審査については、以下によるものとする。

①審査会は提出内容等について、別表第１に定める評価の視点等に基づき審査し、最高得点者を本業務に適した契約候補者（以下「契約候補者」という。）として選定する。

②提案書の選考委員の持ち点は各１００点とし、合計点は１００点×５人＝５００点とする。また、最低基準を５０点×５名＝２５０点とし、最低基準に満たなかった場合は、委託候補者該当なしとし、再度企画コンペ参加業者を公募し、企画を募集する。

③最高得点で、同点の企画が複数出た場合、１位を選定した選考委員の多い企画から順に委託候補者、次点者を決定する。さらに同点の場合は、選考委員の多数決により決定する。

④審査結果については、提案書を提出した者全員に通知する。

⑤参加登録者からの選考理由又は結果に関する問い合わせ、若しくは異議については応じない。

⑥契約候補者が、第７の参加資格に該当しないことが判明した場合又は契約を辞退した場合には、次点者を契約候補者とする。

12　委託契約の締結
農業公社は委託候補者と協議を行い、契約条件を確認のうえ、改めて見積書を徴取し、予算額の範囲内で委託契約書を締結する。

なお、必要な契約条件に合致しない場合、契約の締結を行わない場合には、次点者と契約の締結について協議する。

13　契約保証金
契約しようとするものは、熊本県会計規則第７７条の規定により、契約保証金（契約金額の１００分の１０以上の金額）を納付しなければならない。

　　ただし、熊本県会計規則第７８条各号のいずれかに該当する場合には、契約保証金の納付を免除する。

14　その他
なお、本事業の実施については、この要領に定めるもののほか、必要に応じて別に定める。
